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平成２４年８月２２日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

平成●●年（○○）第●●号取立債権請求控訴事件（原審・東京地方裁判所平成●

●年（○○）第●●号） 

口頭弁論終結日 平成２４年７月２日 

 

       判     決 

控訴人     Ｙ 

被控訴人    国 

 

主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

       事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人の請求を棄却する。 

第２ 事案の概要（略語は新たに定義しない限り原判決の例による。以下本判決に

おいて同じ。） 

１ 本件は、被控訴人（所轄庁：名古屋国税局長）は、岐阜市所在の有限会社Ａ

（滞納会社）に対する滞納処分として、滞納会社が控訴人に対して有する貸付

金６０００万円の返還請求権（本件貸付金）を差し押さえたとして、債務不存

在等を理由として任意の支払に応じない控訴人に対し、請求を減縮した上記貸

付金５７００万円及びこれに対する履行催告書記載の履行期限の翌日から支払

済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案である。 

２  原審は、本件貸付金の存在を認め、減縮された被控訴人の請求を認容した。 
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当裁判所も、被控訴人の請求を認容すべきものと判断した。 

３ 争いのない事実等、争点及び争点に対する当事者の主張は、原判決３頁１７

行目から１８行目の「プロデュース料、紹介料、企画料」を「プロデュース、

紹介及び企画」に改めるほかは、原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の

概要」２～４（原判決２頁９行目～４頁５行目）に記載のとおりであるから、

これを引用する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所の判断は、原判決の「事実及び理由」の「第３ 当裁判所の判断」

冒頭の２行及び１～４（原判決４頁７行目～１３頁２０行目）に記載のとおり

であるから、これを引用する。 

２ 控訴人は、当審において、①ＢことＢ（Ｂとも称している。「Ｂ」）が国税

局の財務事務官に対しては本件貸付金の額を６０００万円と言っていたのに、

原審における証人尋問において５７００万円であると供述したことから、Ｂの

供述は虚偽であり、本件貸付金はそもそも架空の債権であった、②本件貸付債

権がＢから株式会社Ｃ（Ｃ）、Ｃから滞納会社へと譲渡されているのは不自然

な譲渡であり、国税局の誘導によるものである。③預り証（甲１７）、念書（甲

１８）、債務返済に関する合意確認書（甲１９）の交付のときに同席したＥ（Ｅ）

やＨ（Ｈ）の証拠調べをしないのは不公平であるなどと主張している。 

しかしながら、Ｂが、控訴人に交付した金額が６０００万円ではなく５７０

０万円であることを思い出した経緯に不自然なところがないことは原判決が説

示するとおりであるし、本件貸付債権のＢからＣ、Ｃから滞納会社への譲渡を

国税局が誘導したと認めるに足りる証拠はない。そして、Ｅの陳述（乙１）の

内容は、預り証（甲１７）の記載文言と全く整合せず、念書（甲１８）や債務

返済に関する合意確認書（甲１９）がＧの脅迫によって作成された旨のＨの陳

述（乙２）は、控訴人がその当時置かれていた状況に照らして信用し難いもの

であり、Ｇの脅迫を裏付ける客観的証拠もないことは、原判決の説示するとお
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りであるから、Ｅ及びＨが、控訴人と数年来の友人ないし知人という関係にあ

り（乙１、２）、客観的な第三者とはいえないことを考慮すれば、同人らの証

人尋問によってその陳述書と同内容の証言が得られたとしても、前記判断が左

右されることにはならないものというべきである。なお、控訴人がＢから受け

取った５７００万円が本件役務の対価とは認められないことも原判決の説示す

るとおりである。 

したがって、控訴人の上記主張はいずれも採用することができない。 

第４ 結論 

よって、被控訴人の控訴人に対する請求には理由があるので、これを認容し

た原判決は相当であるから、本件控訴を棄却することとし、主文のとおり判決

する。 

 

東京高等裁判所第１民事部 

裁判長裁判官     福田剛久 

裁判官     塩田直也 

裁判官     東 亜由美 


